
全国瞬時警報システム（J-ALERT）について 

 

 

１ 一部情報の利用開始 

○平成１９年２月９日より本県を含む１０都道県４市町において、以下の気象関係情報に限り利用を開始。 

 なお、弾道ミサイル情報や大規模テロ情報など国民保護関係情報については、今夏を目途として、消防

庁の配信体制が整備され次第利用を開始する予定 

①津波警報（オオツナミ、ツナミの２種類） ②緊急火山情報  ③津波注意報  ④震度速報 

⑤気象警報等  ⑥東海地震予知情報等   ⑦臨時火山情報等 

 

２ 市町の整備状況 

 ○県内では、越前市と美浜町が、早期の運用開始に向けて準備中。 

 ○消防庁では、平成１９年度予算に全国６９６団体への J-ALERT 情報受信用衛星モデムの配備経費を計上、 

平成２０年度以降も配備経費を計上し、全国の市町村に順次衛星モデムが配備される予定 
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全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）とは

○ 津波警報、緊急地震速報、弾道ミサイル発射情報等といった、対処に時間的余裕のない事態に
関する緊急情報を、人工衛星を用いて送信し、市町村の同報系防災行政無線を自動起動するこ
とにより、住民に緊急情報を瞬時に伝達

○ 平成１７年度に実証実験を行い、システム・機器の標準仕様や国側の送信設備を完成。
平成１８年度に送受信ソフトの改修を実施

避難して
ください!

防災対策事業債を充当可能

○696団体（同報無線整備済
市町村等（1,392団体）の半
数）分の衛星モデム配備費
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（H18.3.31現在の整備率74.6％）
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平成19年度当初予算案に
184百万円計上
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